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Ｗｅｅｋｌｙエコノミスト・レター要旨 ２０２６年９月３日号 

インド経済の見通し 
～高成長続くも、物価上昇が重石となり 
  ２６年度後半は減速へ 

 
 

 

 
 

ニッセイ基礎研究所 
 

インド経済は2026年4-6月期に実質

ＧＤＰ成長率が前年同期比7.8％となり、

前期の8.6％から鈍化したものの、引き続

き高い伸びを維持した。民間消費が7.1％

増と堅調に推移するなか、総固定資本形

成は11.9％増、輸出は12.0％増と加速し、

内外需が成長を下支えした。7月も生産や

政府支出などの指標は堅調で、景気の基

調は従来想定していたより強い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

一方、高成長の陰で若年層の雇用問題

が残っている。2025年の15～29歳の

失業率は9.9％と、15歳以上全体の3.1％

を大きく上回った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、世論調査ではＺ世代の53％が

「雇用・教育・医療」を選挙で重視する課

題に挙げている。 

政府は技能訓練や起業支援を強化して

いるが、高成長を若者の雇用機会の拡大

につなげられるかが重要な課題となる。 

 

インド経済は内需の底堅さを背景に高

めの成長を維持するものの、減税効果の

一巡や物価上昇による実質購買力の低下

から、2026年度後半には成長ペースが

鈍化すると予想する。 

その後は物価上昇の一服とともに緩や

かに持ち直し、実質ＧＤＰ成長率は

2026年度7.0％、2027年度7.1％を予

想する。 

消費者物価上昇率は2026年度5.0％

に上昇し、ＲＢＩは年度末にかけて政策

金利を5.75％まで引き上げると見込む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

本レポートの文書（画像情報等含む）に関する著作権は、すべてニッセイ基礎研究所に帰属し、無断転載を禁じます。 
 
 
 
 

「Ｗｅｅｋｌｙエコノミスト・レター」の全文は、 

当事務所のホームページの「マクロ経済予測レポート」

よりご確認ください。 

 

実質ＧＤＰと名目ＧＤＰ、デフレーター 

（資料）インド統計・計画実施省 
 

2 
実質ＧＤＰと消費者物価の見通し 

1 

3 

全国失業率と若年失業率 

（注）2024年までは各年 6月までの 1年間、2025年は暦年。
Usual Statusベース。 

（資料）インド統計・計画実施省 
 

（資料）インド統計計画実施省よりニッセイ基礎研究所作成 
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法人企業統計（２６年４-６月期） 
～企業収益好調、 
設備投資低調の構図は変わらず 

経済・金融フラッシュ要旨 ２０２６年９月１日号 

 
 

 

 

 
 

ニッセイ基礎研究所 
 

経常利益は７四半期連続の増加 

財務省が9月1日に公表した法人企業

統計によると、26年4-6月期の全産業

（金融業、保険業を除く、以下同じ）の経

常利益は前年比24.6％（1-3月期：同

14.6％）と7四半期連続の増益となり、

前期から伸びが高まった。 

非製造業が前年比9.8％（1-3月期：同

1.4％）と22四半期連続の増加、製造業

が前年比57.0％（1-3月期：同42.9％）

と4四半期連続の増加となり、いずれも増

加ペースが前期から加速した。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

経常利益（季節調整値）は 

過去最高水準の更新が続く 

経常利益を業種別に見ると、製造業は、

情報通信機械が前年比171.2％と急増し

たほか、金属製品（同87.4％）、電気機械

（同51.5％）、輸送用機械（同50.6％）、

化学（同43.2％）など軒並み前年比二桁

の増益となった。 

非製造業は、運輸・郵便（前年比▲

18.8％）、電気（同▲28.4％）は減益と

なったが、建設（同25.2％）、サービス（同

15.1％）、不動産（同14.1％）、卸売・小

売（同12.9％）の高い伸びがそれをカバ

ーした。 

 

設備投資は引き続き低調 

設備投資（ソフトウェアを含む）は前年

比1.6％（1-3月期：同0.0％）と6四半期

連続で増加し、前期から伸びを高めた。 

製造業は前年比▲3.7％（1-3月期：同

▲0.4％）と2四半期連続で減少したが、

非製造業は前年比4.7％（1-3月期：同

0.3％）と6四半期連続で増加し、前期か

ら伸びが高まった。 

季節調整済の設備投資（ソフトウェア

を含む）は前期比1.5％（1-3月期：同▲

1.8％）と2四半期ぶりに増加した。 

製造業は前期比0.4％（1-3月期：同

0.7％）、非製造業が前期比2.0％（1-3月

期：同▲3.1％）となった。 

 

４-６月期・ＧＤＰ２次速報は上方修正を予想 

本日の法人企業統計の結果等を受けて、

9/8公表予定の26年4-6月期ＧＤＰ2次

速報では、実質ＧＤＰが前期比0.4％（前

期比年率1.5％）となり、1次速報の前期

比0.3％（前期比年率1.1％）から上方修

正されると予想する。 

設備投資は1次速報の前期比▲1.2％

から同▲0.9％に上方修正されるだろう。 

 

 
  

経済・金融フラッシュの全文は、 

当事務所のホームページの「マクロ経済予測レポート」 

よりご確認ください。 

 

本レポートの文書（画像情報等含む）に関する著作権は、すべてニッセイ基礎研究所に帰属し、無断転載を禁じます。 
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（資料）財務省「法人企業統計」 
 
 
 

経常利益の推移 

1 
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総務省統計局 ２０２６年８月２８日公表 
 

 
 

【就業者】 

●就業者数は 6850 万人。前年同月と 

同数。 

●雇用者数は 6233 万人。前年同月に 

比べ 36 万人の増加。53 か月連続の 

増加。 

●正規の職員・従業員数は 3736 万人。 

前年同月に比べ 16 万人の増加。33 

か月連続の増加。 

非正規の職員・従業員数は 2143 万人。 

前年同月に比べ 15 万人の増加。 

４か月連続の増加。 

●主な産業別就業者を前年同月と比べると、 

 ｢生活関連サービス業，娯楽業」などが 

増加、｢卸売業，小売業」などが減少。 
 

【就業率】（就業者／１５歳以上人口×１００） 

●就業率は 62.6％。前年同月に比べ 

0.2 ポイントの上昇。 

●15～64 歳の就業率は 80.5％。 

前年同月に比べ 0.1 ポイントの上昇。 
 

【完全失業者】 

●完全失業者数は 169 万人。前年同月と同数。 
 

【完全失業率】（完全失業者／労働力人口×１００） 

●完全失業率（季節調整値）は 2.4％。 

 前月に比べ 0.1ポイントの低下。 
 

【非労働力人口】 

●非労働力人口は 3924 万人。前年同月に 

比べ 24 万人の減少。53 か月連続の減少。  

労働力調査（基本集計） 
２０２６年（令和８年）７月分 
 

 結 果 の 概 要 
 

就業者数の対前年同月増減と就業率の 
対前年同月ポイント差の推移 



 

４ 

 
 
 

男女別就業者数 
 

●就業者数は 6850 万人。前年同月と同数。 

 男性は 3698 万人。15 万人の減少。 

 女性は 3153 万人。16 万人の増加。 
 

 

 従業上の地位別就業者数 
 

●自営業主・家族従業者数は 592 万人。 

前年同月に比べ 27 万人(4.4％)の減少。 

●雇用者数は 6233 万人。前年同月に 

比べ 36 万人(0.6％)の増加。 

53 か月連続の増加。 

男性は 3313 万人。６万人の増加。 

 女性は 2920 万人。29 万人の増加。 

 

 

 雇用形態別雇用者数 
 

●正規の職員・従業員数は 3736 万人。前年同月に比べ 16 万人(0.4％)の増加。 

33 か月連続の増加。 

●非正規の職員・従業員数は 2143 万人。前年同月に比べ 15 万人(0.7％)の増加。 

４か月連続の増加。 

●役員を除く雇用者に占める非正規の職員・従業員の割合は 36.5％。 

前年同月に比べ 0.1 ポイントの上昇。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）割合は，「正規の職員・従業員」と「非正規の職員・従業員」の合計に占める割合を示す。 
  

2 

雇用形態別雇用者数 

就業者数の推移(男女計） 
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就業者の動向   

 

Ⅰ 

 

従業上の地位別就業者数 
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男女別完全失業者数 

●完全失業者数は 169 万人。 

前年同月と同数。 

●男性は 100 万人。前年同月に比べ 

３万人の増加。女性は 69 万人。 

前年同月に比べ４万人の減少。 

 

求職理由別完全失業者数 
 

●完全失業者のうち、｢勤め先や事業の都合による離職｣は 21 万人と、前年同月に比べ１万人の

増加、｢自発的な離職（自己都合）｣は 76 万人と、前年同月に比べ５万人の増加、｢新たに求

職｣は 43 万人と、前年同月に比べ３万人の減少。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 年齢階級別完全失業者数 
 

●男性の完全失業者数は、「25～34 歳」、 

「35～44 歳」及び「65 歳以上」の 

年齢階級で、前年同月に比べ増加。 

●女性の完全失業者数は、「25～34 歳」 

及び「55～64 歳」を除く全ての年齢 

階級で、前年同月に比べ減少。 

 

 
 

労働力調査（基本集計）２０２６年（令和８年）７月分の全文は、 

当事務所のホームページの「企業経営 TOPICS」よりご確認ください。 
  

求職理由別完全失業者数 主な求職理由別完全失業者数の推移 

年齢階級別完全失業者数 3 

2 

完全失業者の動向   

 

Ⅱ 

 
完全失業者数の推移（男女計） 
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労働基準法改正を
取り巻く背景と 

中小企業の対応策 
       １．労働基準法改正の概要と背景       

       ２．中小企業への影響が大きい改正骨子        

       ３．労働基準法改正に備えて取り組むべきこと        

       ４．人事制度改定に役立つ助成金        

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

■参考文献 
厚生労働省：『労働基準関係法制研究会報告書』 『労働時間法制の具体的課題について』 『働き方改革関連法

施行後５年の総点検』の調査結果」 『令和８年度厚生労働省予算案の主要事項』 他   

６ 

労 務 



 

７ 

 
 

 
 
 

少子高齢化による労働力人口の減少に加え、人手不足の深刻化、働き方の多様化、デジタル化

の進展などにより、日本の労働市場を取り巻く環境は大きく変化しています。 

実際に、厚生労働省公表の 2026 年１月の有効求人倍率は 1.18 倍となっており、企業には

限られた人材の確保と定着を見据えた雇用管理がこれまで以上に求められています。  

こうした中、厚生労働省では、働き方改革関連法の施行後５年の見直しも踏まえながら、労働

基準関係法制の見直しを進めており、労働基準法についても労働時間規制や休息時間確保、柔軟

な働き方への対応などを中心に改正が検討されています。 

もっとも、現時点では制度改正はまだ決定事項ではなく、研究会報告や審議会での議論が継続

している段階です。  

そこで、本レポートでは、『労働基準関係法制研究会報告書』をベースに、2026 年に検討さ

れている労働基準法改正の概要と背景、中小企業への影響が大きい論点、そして今後の実務対応

のポイントについて解説します。 
 

 
 
  

■労働基準法改正検討の進捗イメージ 

研究会報告の公表   労働政策審議会で継続審議   今後の制度化検討   将来的な法改正・施行 

・見直し論点を整理 

・改正の方向性を提示 
  

・労使公益で内容を協議 

・具体的な制度設計を検討 
  

・法案化の可否を検討 

・対象範囲や経過措置を整理 
  

・国会提出等を経て実施 

・現時点では未確定 

※現時点では「改正決定」ではなく、「研究会報告や審議会で見直しが検討されている段階」です。 

 

2026 年の労働基準法改正については、現時点では「成立済みの改正法」があるわけではあ

りません。厚生労働省は 2025 年１月に「労働基準関係法制研究会報告書」を公表し、その後、

労働政策審議会労働条件分科会で継続的に議論を行っています。 
 

 
 
 

労働基準法は 1947 年に、共通の最低基準を定める法律として制定されました。しかし、デ

ジタル技術の発展、テレワークの広がり、副業・兼業の増加、キャリアの複線化、高齢化による

就業期間の長期化などにより、従来の「一律・画一的な労働時間規制」だけでは実態に十分対応

しにくくなっていることが、改正議論の背景になっています。 

一方で、柔軟な働き方の必要性が高まるほど、健康確保や長時間労働抑制の重要性も増します。 

研究会報告書は、社会や経済の構造変化を踏まえ、単なる規制緩和ではなく、実効性ある労働

者保護と、多様な働き方の両立をどう実現するかが見直しの核心だと位置付けています。
  

1 企業経営情報レポート 

労働基準法改正の概要と背景 

現時点では「改正決定」ではなく「検討継続中」               

 
 

 

見直しが必要とされる社会的背景              

 
 



 

８ 

 

 
 
 

 

 

（１）上限そのものの即時変更ではなく、実効性強化が中心  

現在は時間外・休日労働の上限規制として、原則月 45 時間・年 360 時間、特別条項付きで

も単月 100 時間未満、複数月平均 80 時間以内、年 720 時間以内という枠組みが設けられて

います。 

研究会報告書は、働き方改革関連法の施行後５年を経て、労働時間短縮の効果は一定程度表れ

ているとしつつも、現時点では上限数値そのものを直ちに変更する段階ではないとしています。 

その上で、36 協定の原則である月 45 時間・年 360 時間に近づける方向を見据え、定期的

に施行状況を点検していくべきだと整理しています。 

中小企業にとって重要なのは、今後の議論が「上限を大きく緩める」方向ではなく、むしろ長

時間労働を前提としない働き方へ近づける方向で進んでいることです。 

繁忙期を残業で対応している企業ほど、改正後に急いで対応するのではなく、今のうちに業務

平準化、人員配置、受注方法、顧客対応時間の見直しに着手する必要があります。 

 

（２）2026 年に検討されている主要改正論点 
 

  改正論点 
 

見直しの方向性 
 

中小企業の主な対応 

1 時間外・休日労働の上限規制 ▶ 上限規制の実効性強化 ▶▶ 残業依存型の運営見直し 

2 労働時間情報の開示 ▶ 情報開示の基盤整備・強化 ▶▶ 採用・定着への影響拡大 

3 テレワーク対応の柔軟化 ▶ 部分フレックス等の検討 ▶▶ 規程整備と運用管理が必要 

4 週 44 時間特例 ▶ 撤廃方向で検討 ▶▶ 小規模事業所のシフト再設計 

5 勤務間インターバル ▶ 義務化を視野に検討 ▶▶ 休息時間確保を前提に再設計 

6 法定休日・年休運用 ▶ 法定休日の明確化等 ▶▶ 休日管理の見直しが必要 

7 副業・兼業ルール ▶ 割増賃金通算の見直し ▶▶ 申告・健康管理ルール整備 

 

 

 

●自社の労働環境の定量情報化と開示 

研究会報告書では、企業の労働時間に関する情報を、求職者や労働者がより把握しやすくする

方向を示しています。特に、時間外・休日労働の実態について、企業による自主的な情報開示の

基盤整備や、義務的な情報開示の検討に取り組むことが期待されるとしています。 

また、外部向けだけでなく、企業内部での情報開示・共有により、違法状態の予防や是正につ

なげることも重要だとされています。  

時間外・休日労働の上限規制の再点検             

 

中小企業への影響が大きい改正骨子 

企業経営情報レポート 2 

労働時間情報の開示強化                 

 



 

９ 

 
 

 
 
 

そもそも法律は社会情勢の変化により改正されるため、背景となっている社会課題は自社を

取り巻く外部環境を通して既に自社にも少なからず影響を及ぼしていると考えるべきです。 

自社の企業体質強化のためにも、前向きに取り組むことが重要です。 

 

■中小企業が今から進めるべき対応ロードマップ 

STEP１ 労働時間の実態把握 

・残業時間を確認する 

・休日労働の実態を把握する 

・休暇取得状況を見える化する 

STEP２ 就業規則・36協定の棚卸し 

・労働時間規定を点検する 

・休日規定を確認する 

・副業・テレワーク規程を確認する 

STEP３ 
勤務間インターバル・ 

連絡ルールの整備 

・終業から始業までの休息時間を確認する 

・法定休日を明確にする 

・シフト運用を見直す 

STEP４ 副業・兼業制度の見直し 

・申告手続を整備する 

・健康管理ルールを定める 

・許可基準を明確にする 

STEP５ 過半数代表者手続の適正化 

・選出方法を見直す 

・説明資料を整備する 

・記録を保存する 

STEP６ 人員配置・人事制度の再設計 

・残業依存型の運営を見直す 

・業務配分を見直す 

・人件費構造を再設計する 

 

 
 

まず取り組むべきは、自社の労働時間管理の実態を把握することです。法改正の方向性を見る

と、残業の上限、勤務間インターバル、労働時間情報の開示、テレワーク運用など、どの論点も

「実態が見えていること」が前提になります。 

したがって、部署別・職種別・繁忙期別に、所定労働時間、時間外労働、休日労働、深夜労働、

休暇取得状況を見える化することが出発点です。 

特に中小企業では、打刻上は定時でも、持ち帰り作業、始業前準備、終業後の報告、LINE や

メール対応が実態として存在することがあります。制度改正が進むほど、こうした「見えない労

働時間」が問題化しやすくなります。実態把握なしに制度だけ直しても、運用は安定しません。 

まずは現場実態を把握し、その後に規程改定へ進む順番が重要です。 
 

ポイント 

・残業時間を確認する 

・休日労働の実態を把握する 

・休暇取得状況を見える化する   

労働時間管理の実態把握                

 

労働基準法改正に備えて取り組むべきこと 
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１０ 

 

 

 
 

社内体制の強化に取り組むにあたり、賃上げを伴う制度整備や設備投資、業務改善の取組に対

して、助成金を受けられる可能性があります。今回は厚生労働省が2026年に実施する助成事業

を３つご紹介します。 

なお、助成金制度への申請は、社内の方向性・戦略のとりまとめと必要な手続きを計画的に進

める必要があります。必ず所管組織からの公式なリリースをご確認ください。 

 

 

働き方改革推進支援助成金は、労働時間短縮、年休取得促進、勤務間インターバル導入などの

取組に関連して活用しやすい制度です。労務管理担当者研修、労働者向け研修、社労士等の外部

専門家によるコンサルティング、就業規則・労使協定の作成・変更、労務管理用ソフトウェアの

導入・更新、労務管理用機器の導入・更新などが支給対象となります。 

制度改正への備えとして、規程整備と運用改善を同時に進めたい企業に向いています。 
 

■令和８年度働き方改革推進助成金の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     出典：厚生労働省『令和８年度厚生労働省予算案の主要事項』 
 

レポート全文は、当事務所のホームページの「企業経営情報レポート」よりご覧ください。 
  

人事制度改定に役立つ助成金 
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働き方改革推進支援助成金（厚生労働省）              



 

１１ 

ジャンル：入社・退職・休職 ＞ サブジャンル：業務・通勤災害 

事故に遭った時などの補償 
 従業員が事故に遭った時、または死亡した時の 

補償はどうすればよいのでしょうか。 

 

 

 

 

 
 
 

 

（１）労災保険制度 

労働者が「業務中」や「通勤中」に事故や病気に遭った場合に、必要な補償

を行う公的な保険制度です。この制度では、治療費の支給や休業補償、重度の

障害が残った場合の年金給付などが行われるほか、被災した労働者の職場復帰

支援も実施されています。労働者の安全と補償を確保するため、事業主に加入

が義務付けられています。従業員を 1 人でも雇用している事業所は、業種や

規模に関係なく加入する必要があります。保険料は全額事業主が負担します。 
 
  ■保険の対象者 

保険の対象は、正社員だけでなく、アルバイトやパートタイマーなども含まれま

す。雇用形態に関わらず、賃金を得て働くすべての人が保護の対象となります。 

■補償額 

労働者の給与水準に応じて決定されます。具体的には、労災保険法に基づき、毎月の勤労統計調査に

よる平均給与の変動を反映させて、毎年見直しが行われています。これにより、適切な補償水準が維持

されています。 
 

■労災保険制度における死亡事故の主な給付金 

 労働者が業務上の事由で死亡した場合、遺族に対して給付金が支払われます。 

 

（２）健康保険制度 

業務外の病気やけがによる治療費、休業時の収入補償、出産や死亡時の給付など、日常生活で

直面する様々な医療リスクに備えるための公的な医療保険制度です。保険給付の内容としては、

医療費の自己負担を一部に抑える医療給付をはじめ、傷病手当金による休業時の所得保障、出産

育児一時金、埋葬料など、様々な給付が用意されています。労災保険制度と併用はできません。 
 
■対象者 

 健康保険の主な対象者は、民間企業等に勤務するサラリーマンとその家族です。保険料は、労使で

折半することが原則となっており、給与から天引きされる仕組みになっています。 
 

■傷病手当金 

 健康保険制度の給付の一つで、被保険者が病気やけがにより就労不能となった際の所得保障として

支給されます。 
 

[支給条件] 

 業務外の病気やけがにより就労できない状態が連続して 3 日間（待機期間）経過した後、4 日目か

ら支給が開始されます。給付額は、1 日あたり直近 12 ヶ月の標準報酬月額を平均した額の 30 分の

1（標準報酬日額）の 3分の 2 に相当する金額となります。 
  



 

１２ 

ジャンル：入社・退職・休職 ＞ サブジャンル：業務・通勤災害 

 

テレワーク中の怪我について 
テレワークの者が自宅で作業中に怪我をした場合、 

労災になるのでしょうか。 

 

 

 

 
 
 

 

 
 

（１）テレワークにおける労災認定のポイント 

在宅勤務も労災保険の適用対象であり、一定の要件を満たした場合には補償

を受けることができます。在宅勤務は従来の職場とは異なる環境で働くことに

なりますが、業務に起因する事故や疾病のリスクは依然として存在します。 

そのため、在宅勤務中に発生した災害であっても、業務との関連性が認めら

れ、労災認定の基準に合致する場合は、通常の職場での勤務と同様に労災保険

による補償を受けることができます。 
 
  ■業務との関連性 

私的な行為が原因の事故や怪我は、業務上の災害とは認められません。業務に関

連した活動中の災害であることが重要です。 

■就業時間の明確化 

テレワークでは業務時間と私的時間が混在しやすいため、注意が必要です。 

●業務開始・終了時間を明確に記録する      ●業務内容と進捗状況を具体的に記録する 

●休憩時間や私的活動の時間を区別して記録する 
 

■就業場所の明確化 

 会社から指定されていない場所での作業中の事故は、事業主の支配下にないと判断され、労災認定

されない可能性があります。 
 

■通勤災害 

 サテライトオフィスやモバイル勤務の場合、住居と就業場所の往復中に発生した災害も、合理的な

経路・方法による移動中であれば、通勤災害として認められる可能性があります。 

 

（２）在宅勤務中の労災認定事例 

在宅勤務中の労働者が、所定労働時間内にパソコン作業を行っていた際、トイレ休憩のために

席を離れ、作業場所に戻って椅子に座ろうとした時に転倒し負傷した事案があります。 

この事例では、トイレ休憩は業務に付随する生理的行為であり、作業場所への往復も含めて業

務関連性が認められることから、労災として認定されました。 

在宅勤務中であっても、業務との関連性が認められる行為中の事故については、事業場での勤

務と同様に労災保険の対象となります。ただし、明らかに私的な行為が原因となった事故や怪我

については、業務上の災害とは認められないため、労災認定は困難となります。 
 
■事故が発生した場合 

 事故発生時の状況を詳細に記録しておくことが重要です。これらの記録は、労災認定の判断材料と

して重要な役割を果たします。  


